
女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事業主行動計画の実施状況

１　特定事業主行動計画における取組実績

　⑴　課長級以上の女性職員の割合（R8.4.1現在）[人]

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R7目標 R12目標

57 61 64 64 64 65

15 17 19 18 18 16

20.8% 21.8% 22.9% 22.0% 22.0% 19.8% 22% 25%

　⑵　各役職段階における女性職員の割合（R8.4.1現在）[人]
R3 R4 R5 R6 R7 R8 R7目標 R12目標

男性職員 12 14 15 17 17 22

女性職員 2 2 2 3 3 3

割合 14.3% 12.5% 11.8% 15.0% 15.0% 12.0% 18% 20%

男性職員 45 47 49 47 47 41

女性職員 13 15 17 15 15 13

割合 22.4% 24.2% 25.8% 24.2% 24.2% 24.1% 25% 30%

男性職員 39 36 36 36 31 29

女性職員 26 26 29 29 27 27

割合 40.0% 41.9% 44.6% 44.6% 46.6% 48.2% 40% 45%

男性職員 53 53 59 64 66 61

女性職員 38 36 37 39 39 41

割合 41.8% 40.4% 38.5% 37.9% 37.1% 40.2% 45% 45%
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令和７年度と比較し、2.2ポイント減少した。１人の増減で大きく割合が変わることから、女性職員の育成が課題となっている。

令和７年度と比較し、部長・部次長及び課長級は減少したが、課長補佐、係長級は数値が増加している。
令和１２年度の目標を達成するため、今後も女性職員の育成や働きやすい職場の構築を検討・実施する。



２　法律に基づく状況把握（計画に記載した項目は除外）

　⑴　採用した職員に占める女性職員の割合（R8.4.1採用）[人]

R3 R4 R5 R6 R7 R8

10 6 7 11 8 4

13 13 22 18 19 11

56.5% 68.4% 75.9% 62.1% 70.4% 73.3%

　⑵　男女別の平均継続勤務年数（R8.4.1現在）[年]

R3 R4 R5 R6 R7 R8

15.8 16.3 16.7 17.2 17.0 17.4

12.6 12.8 12.7 13.3 12.2 12.8

3.2 3.5 4 3.9 4.8 4.6

　⑶　職員一人当たりの各月ごとの時間外勤務時間（R8.3.31現在）[時間]

R2 R3 R4 R5 R6 R7

7.66 9.95 8.53 7.65 7.58 8.51
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全体の時間外勤務時間数及び１人当たりの時間外勤務時間数は令和６年度と比べ増加した。

女性職員の方が男性職員よりも勤続年数が短く差が縮まらない状況。
定年延長の影響等で、令和８年度は男女ともに平均継続勤務年数は上昇し、男女の差は０．２年縮まった。

採用職員の内訳
一般事務（男性１人　女性５人）、消防職（男性２人　女性１人）、保育士（男性１人　女性４人）、保健師（男性０人 　女性１人）



　⑷　男女別の育児休業取得率及び平均取得期間（R8.3.31現在）

R2 R3 R4 R5 R6 R7

取得率 11.1% 25.93% 31.3% 33.3% 58.8% 73.9%

平均取得期間 31日 15日 49日 22日 49日 50日

取得率 100% 100% 100% 100% 100% 100%

平均取得期間 2年2月 2年3月 2年5月 2年7月 2年8月 2年10月

　⑸　男性職員の出産介助及び育児参加のための休暇取得率（R8.3.31現在）
　　　（子どもの出生時における男性職員の５日以上の休暇取得率）

R2 R3 R4 R5 R6 R7

100.0% 92.6% 87.5% 94.7% 94.1% 91.3%

　⑹　男性職員の出産介助及び育児参加のための平均休暇取得日数（R8.3.31現在）[日]
　　　（子どもの出生時における男性職員の平均休暇取得日数）

R2 R3 R4 R5 R6 R7

7.1 9.9 18.2 14.5 35.6 47.3
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対象職員２３名のうち２１名が５日以上の休暇を取得することができた。取得できなかった職員については、出産日が３月中旬以降であり、令和８年度に取得を予定している。

男性職員は取得率が増加傾向にあり、令和７年度は１７名取得。女性職員は１００％が続いており、出産後育休の流れが定着している。

長期の育児休業取得者の影響により、昨年度より平均休暇取得日数が増加した。


